
不正防止のための組織風土醸成
不正・不祥事発生の根源は、不健全な組織風土です。会社・経営と従業員の信頼関係構築
に焦点を当て、不正を起こさせない組織風土醸成をしませんか？

RecoveryReadiness Response

不正を起こしやすい組織と不正防止における組織風土の重要性
不正は、サイロ化・タコツボ化している、同調圧力がはびこっている、業務が属人化している
等、コミュニケーション上の問題を抱えた組織で起こりがちです。
パンデミックに伴う働き方の変容は、リモートワークにより互いが見えづらくなるなど、コミュニ
ケーション不全による不正リスクを高めたとも言えます。
このような状況における不正防止の取り組みとして、統制活動や内部通報制度、内部監
査等の導入・強化に加え、心理的安全性に代表される組織風土の醸成がますます重要
となっています。

組織風土醸成を決定する諸要素に対する総合的なアプローチ
不正に強い組織風土の醸成には、会社・経営層と従業員の信頼関係構築に遡り、それを担保するための諸要素に総合的にアプローチする必要があ
ります。こうしたアプローチは、昨今 Well-being経営やESG等において要請の高まっている従業員尊重の経営に対してもポジティブな影響をおよぼします。
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不正防止に十分な効果を発揮できない取り組みの、ありがちな例
 コンプライアンス研修

• 教科書的内容に終始
→ 従業員は腹落ちせず効果が感じられない

会社・経営層からコンプライアンス重視のメッセージ発信
• 現場の実態を踏まえず一方的
• 評価制度に反映されていないあるいは矛盾している

→ 従業員に真摯に受け止められない

会社・経営層と従業員との
信頼関係構築が不十分

要因

不正防止のための組織風土醸成と取り組み上の課題
近年発覚した大規模不正事案において、組織風土上の問題を指摘される事例は枚挙に暇がありません。
一方で、組織風土に関わる企業の取り組みの多くは、会社・経営層からの一方的な情報発信や人事領域に限定された取り組みに留まりがちで、
会社・経営層と従業員との信頼関係が構築できず、結果として十分な効果が発揮できていないケースが多いと考えます。

信頼関係
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従業員
不正に強い組織風土

会社・経営層からのメッセージ発信と歩み寄りにより、従業員の腹落ち・
共鳴を喚起経営アプローチ

各種取り組みの裏付け・可視化により、“あるべき姿”を具体的なルール
や業務手順に結び付け、従業員の規範に沿った行動を強化制度アプローチ

コミュニケーションの場・機会の拡充と方法の見直しにより、
声の吸い上げを継続し、縦横の関係性を強化コミュニケーションアプローチ

会社内部の職場・業務環境に加え、外部からのプレッシャーも適
切にコントロールすることにより、信頼関係構築の土壌を整備事業環境アプローチ
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組織風土醸成においてデロイト トーマツのできること
デロイト トーマツでは、「不正を起こさせないための組織風土づくり」を会社・経営層と従業員の信頼関係構築に焦点を当て、組織風土の把握と課題
の抽出から、施策の検討、実行まで、局面に応じてご支援します

コミュニケーションアプローチ

会社・経営層と従業員の間に心理的安全性が確
保されている状態を目指す

制度アプローチ

ルール・仕組みの側面から
メッセージに根拠を与える

事業環境アプローチ

会社・経営層と従業員の外にある環境を整備
することで信頼関係構築を支援する

経営アプローチ

会社・経営層からのメッセージが浸透している状態を目指す

信頼関係

会社・経営層

従業員
不正に強い組織風土

課題
 どのようなメッセージの発信が効果的か分からない
 メッセージ発信以外に、メッセージの浸透を促すために取り組むべきことを

知りたい

デロイト トーマツの支援
 経営理念の見直し・策定を含む従業員がメッセージ

に腹落ち・共鳴するまでの仕組みづくり
 経営層の率先垂範、コミットメントおよび歩み寄り

を示すための取り組みの提示

課題
 管理職と従業員間のコミュニケーションがうまくいっておらず、

情報が速やかに共有されない
 内部通報窓口や各種相談窓口は整備しているものの、ほ

とんど利用されていない

デロイト トーマツの支援
 心理的安全性などコミュニケーション上の潜在

的なボトルネック要因の把握・対応
 通報窓口・相談窓口の体制および運用の整

備・見直し

課題
 会社や経営層のメッセージを具体的な現場実務に落

とし込めていない
 発信したメッセージに沿った従業員の行動を促したい

デロイト トーマツの支援
 会社・経営層メッセージを従業員が「自然と」「自発的

に」取り組めるレベルに具現化
 メッセージに沿った行動を促すための各種制度の策

定・見直し

課題
 従業員の心理的な負担となってい

るプレッシャーを軽減したい
 メッセージ浸透やコミュニケーションの

阻害要因となる過剰な業務負荷
を軽減したい

デロイト トーマツの支援
 潜在的・顕在的に信頼関係構築

を阻害する要因の把握・対応
 重要度に応じた統制の見直しを含

む業務の効率化

現状分析から施策・実行計画策定、施策実行・モニタリングまで、幅広いメニューで支援
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